【懇談要請のひな形　】
２０１４年５月★日

○○市長　
　　　　　様

住民の最低生活を守るため生活保護などについての懇談の要請
生存権裁判を支援する○○の会
会長　　　○○○○○
連絡先　住所…………

☎…………
　日ごろの福祉行政に敬意を表します。
生存権裁判を支援する全国連絡会は、老齢加算を減額・廃止された処分の取り消しを求めた裁判を支援する全国の連絡会です。老齢加算が２００６年に廃止され、一番困っていることは「冠婚葬祭、とくに葬式に行けない」ことです。葬式の知らせもこず、親戚の縁を切られた人もいます。「生存権裁判を支援する○○の会」は全国連絡会に結集し、裁判支援と老齢加算の復活、国民の生存権・ナショナルミニマムの確立を目指して取り組みをしています。
　昨年８月から３年かけて、９６％の世帯、最大１０％の保護基準の切り下げがおこなわれました。「今でも苦しいのに、どうやって生活していけばいいのか」「邪魔者扱いされているようだ」と不安と怒りの声があがっています。老齢加算廃止が全体の保護基準切り下げの「先兵」だったことは明らかです。「泣き寝入りはしない」と８月の基準引き下げに対して１万人を超える人が審査請求しました。
　非正規労働の拡大等によるワーキングプアの増大、格差＝貧困と不平等が深刻になるなかで、ナショナルミニマムとしての生活保護が活用され充実することが求められています。

今年４月には２回目の基準引き下げがおこなわれ、消費税の増税が実施されました。７月からは「改正」生活保護法が実施されます。
　日本の生活保護の捕捉率が先進国と比べて低いことは周知のことです。日本も批准している国際人権規約に関する経済的社会的文化的権利委員会が、２０１３年５月１７日、社会保障予算の大幅削減、高齢者への貧困の拡大、恥辱感が生活保護申請をためらわせている事、に懸念を表明し、①最低年金制度の導入、②生活保護手続きの簡略化と申請者への尊厳を保障する対応、③生活保護の恥辱感根絶のための教育の実施を勧告していることが想起されるべきです。
別紙の項目について懇談していただきますよう要請します。
